














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































企業名 業　種 主要製品 従業者数 備　考
YG 一般機械 機械工具 21 CIC
TA 電気機械 電子計測器 45 CIC
NU 電気機械 電気機械器具 309 CIC
E 電気機械 プリント回路 606 CIC
SD 電気機械 電源・制御装置 ?
TS 精密・電気機械 精密部品・電子機器 221 本社：諏訪市
注）C工Cは，茅野市工業振興協議会のメンバーを指す。従業者数は調査時（2007年1月）
資料）茅野市提供資料。業種・主要製品は茅野市（2002）『茅野市の製造業者名簿（平成14年版）」による。
を持ち，茅野市内に主力工場を有している。
　予想できた参加企業とその分担に関して，YG社では，次のように述べている。すなわち，
「NU社がプロペラの試作である。光造形がやれるからであった。このプロペラがなかなか厄
介で，現在の可倒式になるまで，いろいろ試行錯誤を続けた。TA社が設計と組立で，全体の
まとめである。TA社は特に組立を得意としていた。うち（YG社）がメカの製造である。どう
見ても，メカに関わる各種加工をほとんど網羅できるのはうちだけだった。うちでは，設計も
できるK氏という担当者に，一括して任せている」（カッコ内，引用者），と。このように，参
加企業とその分担について，この3社については自ずと決まったということである。
　その上で，他の3社の参加については「TS社にはソフトをお願いした。　E社とSD社は電
気設計が必要になるので入ってもらった」，とYG社は述べている。つまり，ソフトと電気設
計関係については，研究会に参加していた地元企業が，自ら十分に対応できない分担部分であ
ったので，それを得意とする企業に参加を要請した形になっている。このうち，要請を受けた
TS社では，依頼の内容を検討して，自社で受託できる内容であるとの判断の基で，要請を受
け入れている（ヒアリング）⑯。
　以上のように，理大との研究会に当初から参加していた3社は，研究会で知り得た情報から，
連携事業において自らが分担できるところが明らかであり，自ずと参加が決定した。これに対
して，残りの3社は，自ら参加を決定した3社からの要請を受けて参加している。
　（2）連携事業への関わり
　当該の連携事業への参加までの経緯は，そのまま連携事業への関わり方の違いをも反映して
いる。
　参加6社の中でもっとも大きな関わり方をしているのはt「メカ」の製造を担当したYG社
とNU社である。理大メモにもあったように，発電装置の実験の過程は同時に，装置それ自体
つまり「メカ」の改良のそれである。NU社による「プロペラの試作」も，試作を形にする
YG社による作業がなければ実現しない。実験期間中は，　YG社の担当であるK氏が通常の仕
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事が終わった後に，プロペラやその他の部品などの改良に専念したとのことである。
　YG社に次いで実験に関わらざるを得なかったのはNU社である。同社は光造形をこなす企
業であることから，「プロペラの試作」を担当した。ところが，この「プロペラの試作」がな
かなか厄介であった。「非接触・二重式・ベアリングレス・非常時電力確保」として示された，
マイクロ水力発電装置に関するコンセプトでは，容易に片付かない事態が実験の過程で明らか
になったためである。すなわち，プロペラの回転による抵抗（水力を得る場合ではなく，それを
得るまでに180度プロペラの位置を戻す際に発生する抵抗）を減らすために，プロペラを「可倒式」
にする必要があるという結論に辿り着くまで多くの試行錯誤が続けられた。NU社はYG社と
ともに，この試行錯誤に付き合わされた格好になったわけである。
　この2社に続いて，関わりが大きかったのはTA社であった。発電装置の改良の過程で，
何台かの試作装置が組み立てられたからである。とはいえ，YG社とNU社程の関わりではな
かったようである。装置の部分的な改良が主要な問題だったからである。この他の，ソフトと
電気設計に関与した3社は，改良に伴って若干の仕事は発生したようではあるが，「プロペラ
の試作」や「メカの製造」における改良とは比較できるものではなかったようである。
　このような連携事業への関わり方の違いも，連携事業の受け止め方や評価の相違に，大きく
影響することになる。次にこれをみる。
　（3）連携事業の受け止め方
　連携事業に対する受け止め方には，市ないしはCICのプロジェクトの一環としての連携事
業をどのようにみるか，産学・企業間の連携をどのように捉えるか，今回の産学連携事業それ
自体をどのように考えるかなど，いろいろなレベルがある。それぞれのレベルにおいて，しか
も前項でみた参加や分担の仕方，これまでの関連する事業に対する参加企業の経験と蓄積．事
業参加期間中の当該企業の置かれた状況などの違いによって，受け止め方が異なってくる。こ
うした組み合せを順にみていく余裕はないので，以下，上述のレベルに着目して，企業側の受
け止め方の違いを紐解いていく。
　まず，市ないしはCICのプロジェクトの一環である連携事業としての側面からみていく。
これについては，ヒアリングに応じてくれた4社ともに，その理由の違いはあるものの，積極
的に評価している。特に，市が新産業創出に対して前向きに取り組んでいること，取り組みに
際してこれまでの産業集積の蓄積を活かして，企業間ネットワークをベースにしていることな
どを高く評価している。また，TS社では，ビジョンの試みとそれを具体化した今回の連携事
業を，企業そして大学の社会貢献の一環としても高い評価を下していた。
　ただし，こうした評価をめぐる企業サイドの思惑となると，必ずしも一様ではない。企業サ
イドの思惑をベースとしながらも，地域産業の振興にも理解を示しているところでは，連携や
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ネットワーク化に積極的で熱心な企業が多いのは「土地柄」（17）だから，「市がこうした機会を
作ってくれるのは，うちとしては大いに助かる」と同時に，「地元の企業にとっても刺激にな
る」（YG社）という受け止め方である。筆者の質問に対して，本音のところは別にして，　CIC
メンバーの場合には多かれ少なかれ，このように考えているという印象であった。特に，産業
の活性化に向けた市長（当時）の姿勢に対しては，異口同音で共感を示していた。
　これと対照的なところでは，日常的な「受注のスタンス」と同じである，という受け止め方
である。すなわち，「振興協議会でビジョンを話し合って，具体化していく過程で，うちの持
っている力が活かせるかどうかだけで」あり，「関係する会社と分担を話し合っていく中で，
最終組立のノウハウも活かせるのではないか」ということになって，受けた（参加した）だけ
で」（カッコ内，引用者）ある。「そもそも，うちは，連携にそれ程の期待はかけていない。せい
ぜいあるとすれば，今後成長する可能性のある，いくつかの業種の1つという程度」（TA社）
であろう，という（18）。もちろん，こうした評価でも，上述した市の姿勢に対しては総論では賛
成している。ただし，各論のところでは，やはりビジネスライクに対処するところがベースに
なければ，続くものではないという見方である。
　なお，この点では，企業規模によって多少の差異が見られた。規模小さい2つの企業はいず
れも，製品分野として成長性に対してある程度まで期待をかけていたのに対して，規模の比較
的大きい2つの企業はそうした期待よりも，むしろ自らの企業の有する資源を活かせるという
側面で捉えていた。
　次に，産学および企業間の連携をどのように捉えるかという点である。このうち企業間の連
携・ネットワークに関しては，既に市あるいはCICのプロジェクトに対する評価のところで
触れているので，ここでは，産学の連携に関する側面についてみていく。これには連携の経験
の有無が大きく作用している。規模の大きい2社は，すでに産学連携の経験を有しており，し
かもいずれも成功している。NU社はこれまでの経験に基づいて，連携の「総論」には良い印
象を抱いている。ただし，「各論⊥つまり実際の連携事業の進め方については，後述するよう
に大きな問題があると感じていた。
　これに対して，TS社は，いろいろなタイプの連携を経験しており，今回の連携についても，
その特質（市の仲介，大学からのシーズに乗ったもの，事業ベースにするには時間がかかることなど）
をある程度まで冷静に検討して，その上で，高い評価を与えている。
　この2社に対して，規模が比較的小さく，産学連携の経験が少ない2社は，産学の連携とい
うよりは，自社の仕事の幅が広がるかどうかのところで評価していた。TA社に関しては，上
述した通り，産学の連携であっても，日常的な「受注のスタンス」と同じであるとしている。
YG社は，「こうした機会に大学からシーズを得て，自らチャレンジできることが自社の仕事
の幅を広げるチャンスである」として積極的に評価している。その意味では，「1つの受注の
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チャンスであり，その受注を通じて自社技術の『発展』に寄与するものと捉えている」，とも
理解できる。
　次に，最後の問題である，今回の産学連携事業それ自体をどのように考えるか，つまり連携
事業それ自体に対する評価については，項を改めて述べることにする。
　（4）連携事業に対する評価
　今回の産学連携事業自体に対する評価は，これまでのいろいろなレベルにおける受け止め方
の中に既に表れていると言っても過言ではない。ここで改めてt抽出し整理しておく。
　まず，大学側と企業側との連携事業の捉え方の相違である。理大メモには，今回の連携事業
は「研究開発」の共同事業であるとされ，大学側はあくまで研究開発であるとしている。これ
に対して，企業側は，ヒアリングした4社中3社はいずれも，「産学連携」事業として理解し
ていた。この場合の「産学連携」事業という捉え方は，実用化・産業化に向けた事業という意
味である。この事業を，「共同研究」事業と理解していたのは，実はTS社のみであった。　TS
社は，この事業が「産学連携」事業であるとともに，「共同研究」事業である点をきちんと踏
まえていた。当社の受け止め方について，「冷静に」検討していたと上述したのも，実はこの
点に関わっている。他の3社で「共同研究」事業や「研究開発」というタームが登場したのは，
「この産学連携事業が『共同研究』や『研究開発』のようなことをやるプロジェクトではなか
ったはず」とか，「今さら『研究開発』のようなことをしている場合ではない」など，否定的
な発言・評価に関連してであった。
　そもそも，この事業の性格は，地元6社と理大との正式な契約文書は入手していないが，新
聞報道に従えば「共同研究開発事業」となっており，「概念設計に続いて新技術の検討を進め，
来年1－3月には試作・評価を行う。来年度は今年度のデータを基本に，さらに高性能で経済的
な装置を設計製作。装置を地域の河川に設置してデータを集め評価する計画だ」（『長野日報』
2005年7月12日）となっている。理大メモでも，文言の多少の違いはあるものの，「研究開発」
であることに変わりはない。実用化に向けても「設計製作したモデル（模型）の電気的特性な
ど動的特性を定量的に計測し，実用機設計製作の基本データとするための小型で高性能な計測
装置を開発するとともに，マイクロ水力発電装置の小型で簡便な制御装置についても検討する
ことも，課題である」とされている。したがって，この事業は，「共同研究開発」であった。
　こうした「ボタンの掛け違い」が起こったのは，茅野市の産学連携事業の目的自体が，ひじ
ょうに具体的な問題意識に比して，事業によって得られた「新たな知見や技術を基に，諏訪地
域の産業および地域活性化を図り，諏訪発のアイディアと技術を諏訪ブランドとして世界に向
けて発信する」というように抽象的であることに由来していると思われる。もう1つは，産学
連携事業についての共通理解を深めることなしに，事業が始まっているという点である。この
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後者に関しては，企業側の理解に触れながら，次にみていくことにする。
　先に，TS社の理解については触れておいた。これを中心にして，　NU社とYG社が両極を
成している。NU社は，これまでの産学（官）連携事業の経験からみて（’9），この事業が「学」
からのシーズを得て，「産」が実用化・製品化，さらに産業化するというコンセプトになって
いない点に「大いに不満」を持っている。理大側が示したのは「アイディアではあってもシー
ズではなかった」とまで言い切り，データ取得のための実験に付き合わされたことが産学連携
事業のコンセプトからの逸脱であると指摘する。「実験へのお付き合い」とは，上述した「プ
ロペラ試作」の苦労を指していることは間違いない。ここには，上述したこの事業に対する共
通理解が深められていないことが如実に反映されている。
　これに対して，YG社は「プロペラ試作」に伴う「メカ」の製造の繰り返しに付き合わされ，
しかも産学連携事業を実用化・産業化に向けた事業と理解していたにもかかわらず，このNU
社と同様の苦労ついて「開発とはこんなものである」と割り切って捉えている。ここには，
YG社が連携事業の幹事会社であることを別にしても，この事業を「こうした機会に大学から
シーズを得て，自らチャレンジできることが自社の仕事の幅を広げるチャンス」，その意味で
は「1つの受注のチャンスであり，その受注を通じて自社技術の『発展』に寄与するものと捉
えて⊥積極的に評価していることが大いに関わっている。とはいえ，この点では，共通理解
をより深めていくという問題であるよりも，この事業機会をいかに主体的に捉えていくのかと
いう企業側における主観的理解の問題の域を超えていない。
　前節において，2007年度の研究会の内容に関しては，参加企業の連携事業をめぐる「微妙
な反応や問題」が含まれているという事情から詳細が知らされなかった理由が，実は，こうし
た共通理解が得られないまま事業が進んだことに関係していると思われる。つまり，そのプロ
セスについてはあまり触れたくなく，とりあえず，2007年度の活動が「諏訪圏工業メッセ」
と「再生可能エネルギー国際会議2006」，「山梨テクノフェア＆マルチメディアエキスポ」に
おける成果公表（「結果がほしい」）に収轍されていった訳である。
5．おわりに
　本稿では，茅野市が仲介した諏訪東京理科大学と地元企業群との連携事業に関して詳しく検
討してきた。その結果の再整理は繰り返さない。最後に，以上から浮き彫りになる特徴や教訓
をいくつか拾い上げて，結語の代わりとする。
　まず，茅野市が推進し仲介した産学官連携事業は種々の問題を抱えながらも，曲がりなりに
も，動き出している点である。また，十分とはいえないまでも，それなりの成果を公表するま
でに至っていることも，大きく評価しなければならない。
　同じような問題意識を有すると思われがちな「産」にあっても，企業の経験や置かれている
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状況の違いによって，企業間連携は容易ではない。ましてや，同じ地域に存在しているという
だけの理由から，企業間連携に進むケースは，実はあまり多くない。むしろ，まとめ役の大手
企業が存在するケースや，同じ経験と問題意識を有する，地域的には離れた企業同士のケース
にあって進めやすいのもそのためである。そうした中で，強力なまとめ役の企業がいないにも
かかわらず，それぞれの思惑の違いを超えて，こうした地域に依拠した企業間連携が成立し，
事業が継続していることも，評価に値する。その点では，参加企業の努力もさることながら，
CICの設立や大学との引き合わせなどの「お膳立て」を準備した，市の仲介という点の重要性
は見逃せないところであろう。
　このような評価の一方で，茅野市の産学官連携事業では，その目的に対する共通理解がない
ままに実行に移されているという感を拭えない。茅野市は，諏訪東京理科大の4年制への移行
に伴う大学側の「まなざし」の変化を地域活性化に役立てたようとした。大学側はその「まな
ざし」を地域貢献に結び付けるべく，産学連携事業に走り出した。他方で企業側の多くは，直
接の契機は経営資源の有効活用であれ，受注拡大のチャンスと，その受注を通じての自社技術
の「発展」であれ，新たな製品の実用化・産業化に向けた事業として理解していた。そうした
中で，事業に対する共通理解を深めずに「走り出した」ことの方に問題の真実があるのかもし
れない。いずれにしても，プロセスだけに注目すると，「共同研究開発」の契約を交わす段階
において，三者によって共通理解をもう少し深める努力ができなかった点が惜しまれる。
　こうした問題とともに，この事業が大学側の多少の持ち出しがあったというものの，基本的
には市の補助事業であったという点である。つまり，公的な資金への「甘え」という問題であ
る。ただし，このことは，全く逆の評価，つまり公的な資金に支えられていたからこそ，種々
の問題があっても，続けることが可能であったし，ある意味では成果を急ぐことができた，と
いうことにもなる。
　次に，以上の産学連携事業の展開を，2000年代以降の地域工業の発展動向との関係から捉
えておきたい。後者で気になる点は，茅野市の工業の発展が，1980年代からみられた工業の
高度化という方向にではなく，むしろ分工場地域としての特質を強める中で実現してきている
という問題である。この方向が強まっているとすれば，現行の地域産業政策，なかでもイノベ
ーション施策への転回が，現実の地域工業と「ズレ」を来しているとみられなくもない。もち
ろん，だからこそ，その「転回」には意味があるという評価も成り立ちうる。しかし他方で，
分工場地域としての特質の強まりを認めるとすれば，その側面のマイナス効果をどれだけ小さ
くするか，地元企業との産業連関，さらには産学連携をどのように強化していくかという，そ
の強まりに対する直接的な政策の側面をも考慮していかざるを得ないのではないかと，危惧を
抱くのである。
　最後に，茅野市を取り上げるにあたっての留意点に触れて終わりとする。
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　茅野市の施策の転回とその下での産学連携事業は，4年制大学の設立が契機としている。茅
野市の事例の一般化を急ぐことには慎重でなければならない。そのことを踏まえた上でなお，
以上の考察から浮かび上がってくる興味深い論点を指摘しておく。
　まず，茅野市のイノベーション振興政策の展開には，いくつかのメッセージが込められてい
る。すなわち，地元の強力な推進母体・主体を意識的に作り出すこと，異業種交流を意識した
ネットワーク化であること，産学連携によって企業の研究開発強化を指向していること，最後
に政策・事業展開ともに，地域的スケールとして茅野市以外にも開かれていること，の4点で
ある。したがって，自治体内の中小企業集積の結束力や総合力を強化する一方で，企業活動の
実態に即して，かつ自治体単位の支援の限界をも踏まえつつ，地域外との連携の強化が求めざ
るを得ない状況に達している，ということである。
　謝辞
　本稿を作成できたのは，次の方々のご協力のおかげである。茅野市工業労政課工業振興担当（当時）
の柳沢様には，2001－03年および2004－06年の両科研費の調査ともに茅野市の地域産業政策の説明から，
地元企業の紹介・アレンジまで労をお執りいただいた。諏訪東京理科大学庶務課牛山様には，「マイク
ロ水力発電装置」研究開発の事業内容・経緯・今後の課題などの貴重なメモおよび資料を提供していた
だいた。そしてなによりも，連携参加企業4社の関係者には，お忙しい中を長時間にわたるヒアリング
にお付き合いいただき，各社の状況や連携への取り組みについて手際よく説明していただくとともに，
筆者の連携をめぐる問題提起に対しても有意義なコメントしていただいた。ここに記して心より感謝す
るしだいである。
　なお本稿は，日本学術振興会科学研究費補助金による基盤研究C（1）「産業集積地域におけるイノベ
ーション形成に関する比較実証研究一「イノベーティヴ・ローカル・ミリュー」と「暗黙知」概念の有
効性の再検討」（2001－2003年，研究代表者：山本健児，課題番号：13680091），および同じく基盤研究
C（1）「産業クラスターにおける中小企業を主体とする産学官連携の地域間比較」（2004－2006年，研究
代表者：松橋公治，課題番号：16520493）の成果の一部である。
注
（1）松橋（2007a）は，こうした問題意識から，日本における産学官連携の取り組みと政策展開につい
　て，文科省と経産省のそれの生成から近年の展開までの系譜をまとめたものである。
（2）こうした問題意識から，筆者はこの間，地域産業政策の展開をいくつかの地域でフォローし，実証
　研究を積み重ねてきた（末吉・松橋2005；松橋，2004a，　c，　d，　e，2005，2007b，　c，　d）。そこで
　取り上げられている地域は，いずれも独自な地域産業政策を展開し，本文で述べたような近年におけ
　る産業集積地域の閉塞感を打破しようとしている事例である。
（3）そうした中で，ネットワーク分析の理論的な展開における1つのターニングポイントを成している
　西口編著（2003）に取り上げられている論考は，中小企業ネットワークを「レント」の側面から分析
　して，各事例とも，主体の行動に着目して，アクターの分析に切り込んでいる。
（4）この詳細については松橋（2004c）においてすでに整理したことがあるので，これを参照されたい。
（5）茅野市では，ある程度の在来工業の発展みられた。茅野史市によれば，1955年当時茅野市の工
　業は，「総じて，原電気株式会社などの電気工場を除けば，味噌・寒天・醤油などの食品工業が多く，
　製糸・製材業など軽工業が優位を占めていた」（茅野市史，1988）という状況であった。原電気株式
　会社は、茅野市への疎開3企業のうち，茅野市の機械金属工業における戦後から高度成長期にかけて，
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　　最も大きな影響を及ぼしたとされる疎開企業である。この他に2社は，二葉電機製作所と英弘精機産
　　業である（茅野市史，1988）。
　　　この疎開企業3社を除いて，機械金属に関係するものでは，事業所数で金属製品（鋸製造，いわゆ
　　る「諏訪鋸」）が，1955年当時で最も多い。その後，鋸製造では1959年に組合が設立されているが、
　　減少の一途をたどり，茅野市鋸工業組合の組合員戸数は，1959年（発足）に170戸，1967年に90戸，
　　1980年には38戸と減っていく。1983年に「県指定伝統的工芸品」に指定されている（茅野市史，
　　1988）。
　（6）なお，内部の変化に関しては，上述した諏訪圏域のそれとは異なって，松橋（2004c）との継続性
　　に関連して2000－04年の期間で捉えていくことを予めお断りしておく。
　（7）この詳細については松橋（2004c）においてすでに整理したことがあるので，詳しくはこれを参照
　　されたい。
　（8）なお，こうした現状認識に基づいた地域産業政策の見直しにあたっては，後述するように，諏訪東
　　京理科大学の4年制への移行などの要素も絡んでいる。それとともに，地元関係者が異口同音に指摘
　　しているように，産業界出身の市長の存在が看過できない。
　（9）これについては，松橋（2004c）で十分に触れられなかったので，付言しておく。
　（10）茅野市では，「産学官」連携ではなく，「産学公」連携を使用している。本稿では，茅野市の文書や
　　資料を引用する場合を除いて，産学官連携という一般的な名称をそのまま使用する。
　（ID「諏訪圏ものづくり推進1幾構」の設立と展開の意義については，松橋（2007c）を参照されたい。
　（12）この4つの基本方針に関して，ビジョンの概要版である茅野市経済部工業労政課（2004）には，詳
　　しい説明がないので，ヒアリングに依拠した。
　⑯　本節の文中の引用は，断りのない限り，理大メモからのものである。また，引用文においても，諏
　　訪東京理科大学は理大と略称する。なお，この資料の引用にあたっては，メモの文章のおかしな部分
　　について，引用者が変更してあることを予めお断りしておく。なお，研究開発の事業内容・経緯・今
　　後の課題などの貴重なメモおよび資料については，諏訪東京理科大学庶務課牛山様よりご提供してい
・　ただいた。
　図　ヒアリングは，茅野市工業労政課工業振興担当の柳澤氏のご紹介によって，連携事業参加の4社
　　（後述のYG社，　TA社，　NU社，　TS社）に対して行った。
　as）企業関係者はいずれも，その名称を「環境・エネルギー研究会」と話している。「ビジョン」の概
　　要に触れた場面に出てくる「3E検討会」との異同については未確認であるが，状況証拠的にみて同
　　一のものであると思われる。
　⑯TS社は本社の所在地からみて，純粋の地元企業ではない。しかし，主力工場を1983年に茅野市
　　に移しており，すでに地元企業と同等であるとみなされていること，「全国の元気なモノ作り中小企
　　業300社」に選ばれている同社はこれまでに産学連携に積極的に取り組んでおり連携事業に理解があ
　　ること，さらに同社が社会貢献にも積極的に取り組んでおり，そこでは「環境」をキーワードとして，
　　地域貢献にもすでに実績があったことなど，当該の連携事業に馴染みやすい特質を有していたことに
　　も付言しておく必要があろう。
　㈲　ここでの「土地柄」という意味は，「量産ものだけでなく，多品種少量をやっている企業が多」く，
　　日頃からユーザーの要望や要請を意識ながら，仕事をしており，ネットワークに対しては違和感がな
　　い，ということを指している（YG社のヒアリングから）。
　姻　なお，この評価については，TA社でヒアリングに応じていただいた社長や同社の沿革の特質が関
　　わっていると思われるので，付言しておく。同氏は営業畑の出身であり，製造の経験がない。地元大
　　手の一般機械製造企業の営業に就職して，後に独立し，現在の会社を創業した。そのために，これま
　　での仕事の受注でも，営業サイドからしか見ていないこと，そのことが逆に自社の発展にとって重要
　　であったことを自ら公言していた。このことが同社の沿革にも反映している。機械加工から出発した
　　同社が現在の電子計測機器にまで製品分野を広げ，しかも設計からソフト，そして広範な外注企業の
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利用を前提にして最終組立まで業態を拡大できたのも，そうした社長の営業スタイルによっているも
のと思われる。
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　　　　　　　　　　Local　Industrial　and　Environmental　Policy
　　　　and　a　Cooperative　Project　among　Local　Government，
Industries　and　University　in　Chino　City，　Nagano　Prefecture
MATSUHASHI　Koji
　　　　The　purpose　of　this　paper　is　to　idelltify　empirically　the　process　and　nature　of　the　Chino
City－initiated　cooperative　project　among　local　government，　industry　and　university．　In　order
to　apProach　the　purpose，　the　author　fbcus　attention　on　the　background　and　behavior　of　the
actors（Chino　City，　local　enterprises　and　Tokyo　University　of　Science，　Suwa（TUSS））that
take　part　the　cooperative　prqject．
　　　　The　characteristics　of　the　cooperative　project　are　follows．
　　　　It　is　an　important　nature　of　the　project　that　local　small　and　medium　enterprises（SMEs）
in　agglomeration　area　are　to　contribute　their　potentials，　and　to　work　in　close　coordination．　A
larger　enterprise　plays　a　Ieading　role　in　the　cooperative　project　among　local　government，
industry　and　university　that　many　enterprises　take　part，　It　is　said　that　the　existence　of
leading　enterprise　becomes　the　key　to　success　f6r　the　project．　In　Chino，　without　such　a
leading　enterprise1　the　pr（）ject　is　hastily　pursued　over　the　hump　as　described　later．　In　this
sense，　no　less　important　is　the　fact　that　local　government　prepares　for　the　project：the
foundation　of　the　Chino　Industrial　Committee　fbr　exchanges　of　information　between　locai
government　and　local　enterprises，　f6r　closer　coordination　among　local　enterprises　and　f6r　set
up　local　enterprises　with　TUSS．　The　project　enjoys　limited　success，　though　failed　attempts
occur　with　increasing　in　the　local　government－initiated　cooperative　projects，　especially　the
projects　that　many　SMEs　take　part．
　　　　At　the　same　time，　the　project　however　has　some　problems．　First，　involving　actors　in　the
project　do　not　share　the　understanding　of　the　aim　of　project．　On　one　hand，　local　government
and　TUSS　take　the　pr（）ject　that　urliversity　and　local　enterpr童ses　undertake　joirlt　research．
Local　government　aims　to　create　new　local　industry　through　the　cooperative　project．　TUSS
purposes　to　contribute　social　action　work　in　local　agglomeration．　On　the　other，　a　part　of　local
enterprises　take　it　that　they　use　the　university　made　idea　to　develop　a　new　product，　though
all　local　enterprises　do　not　understand　it　so．　Secondly，　local　enterprises　have　to　fail　to　reach
an　agreement　because　of　different　understanding　of　the　pr（）ject．　They　have　their　different
backgrourld：company　histories，　size　of　enterprises　and　past　experierlces　of　cooperative
pr（）ject．　They　take　part　the　cooperative　pr（）ject　out　of　their　different　motivations：to　make
the　most　use　of　their　management　resources，　to　enlarge　their　opportunities　of　order，　or　to
develop　self－technology．　Thirdly，　three　actors　have　the　emotional　dependence　on　public　funds．
　　　　Lastly，　the　cooperative　project　in　Chino　offers　lessons　f（）r　local　industrial　policy，　First，
local　government　supports　positively　the　research　and　development　of　local　enterprises　in
order　to　promote　innovation．　Secondly，　it　makes　a　conscious　eff6rt　to　industrial　agents　that
promote　industrial　changes　and　innovation．　Thirdly，　industrial　actors　make　inter－firm　and
social　networks．　It　however　must　tread　lightly　fbr　us　to　generate　the　empirical　case　of　Chino
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City．　Because　the　pr（）ject　in．　Chino　take　root　in　it　as　a　turning　point　that　TUSS　became　to
senior　college　from　college．　The　local　area　that　has　the　experience　likes　gold　dust．
Keywordlocal　agglomeration　local　industrial　policy　innovation　promotion　policy　cooperation
among　government，　industry　and　university　Chino　City
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